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はじめに

建設産業は，総合組立産業であることから，工

事の総合的な管理や監督を担う総合建設業者（元

請業者）と，総合建設業者の委託により直接施工

機能を担う専門工事業者（下請業者）のパートナ

ーシップにより成り立っている。このパートナー

シップ，いわゆる元請・下請関係は，本来，対等

な関係でなければならないが，実情としては，書

面による契約締結前の工事着手，指値発注，不当

な赤伝処理等による一方的な代金の差引き，下請

業者の負担による追加工事等，下請業者へのしわ

寄せが懸念されているところである。

このような背景をもとに，国土交通省では，全

国の建設業者を対象に，下請代金の支払状況の実

態を把握し，元請・下請関係の適正化のための指

導に活用することを目的として，下請代金支払・

受取状況等実態調査を毎年実施している。今般，

平成１９年度調査の結果をとりまとめたので，その

概要を紹介する。

調査の概要

図―１に，調査概要を示す。まず，支払調査と

して，元請業者として業務を行っている建設業者

に対して，下請契約の締結状況や下請代金の支払

状況の実態，個別工事の下請取引状況について書

面調査を行う。その際に，下請取引を行っている

主な下請業者の抽出も行う。次に，受取調査とし

て，支払調査で抽出した下請業者に対して，支払

調査と同様の調査を行う。両調査の結果，支払側

と受取側の回答内容が明らかに異なる場合には，

より詳細な調査を行うために建設業法に基づく立

入検査を行うこととしている。さらに，悪質な法

令違反が認められた場合には，建設業法に基づく

指導・勧告を実施することとしている。

調査対象としては，支払調査として，国土交通

大臣および各都道府県知事の許

可を受けている特定建設業許可

業者（平成１９年３月末現在約

４９，０００業者）から，５，０００業者

を無作為抽出している。併せ

て，国土交通大臣の許可を取得

している一般建設業許可業者

（平成１９年３月末現在約４，０００業
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図―１ 下請代金支払・受取状況等実態調査
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者）から１，０００業者を無作為抽出している。ま

た，受取調査については，支払調査対象業者のう

ち，資本金が１億円を超える元請業者の中から４００

業者を抽出し，これらの元請業者と下請取引のあ

る建設業者を３業者ずつ，計１，２００業者（＝４００×

３業者）を対象として受取調査を実施した。主な

調査項目としては，次の五つを設定している。

! 下請代金の見積・決定について

下請金額の決定方法，見積書の内訳の明示方法

" 下請契約の締結について

契約締結の方法，契約書の内容，契約締結の時期

# 検査・引渡しについて

検査完了までの期間，引渡しまでの期間

$ 下請代金の支払について

支払までの期間，支払方法，前払金の支払方

法，手形期間

% 施工体制台帳等について

施工体制台帳，施工体系図の作成状況

調査結果

本稿では，平成１９年度下請代金支払・受取状況

等実態調査の結果について，主な項目を抜粋して

示す。

! 下請代金支払状況実態調査

表―１に，下請代金支払状況実態調査

結果について，特定建設業許可業者と一

般建設業許可業者を比較して示す。表よ

り，どの調査項目も特定建設業許可業者

の適正回答率が高く，一般建設業許可業

者の適正回答率が低い傾向を示している

ことがわかる。また，その傾向は，「書

面による契約締結」や「下請契約締結時

期（変更契約）」「発注者の支払を受けて

から下請代金支払までの期間（民間工

事）」で顕著に表れていることがわか

る。

表―２に，特定建設業許可業者におけ

る支払状況実態調査結果について，資本

金階層別に整理したものを示す。表よ

り，どの調査項目とも建設業者の資本金が少ない

ほど適正回答率が低い傾向であることがわかる。

特に，「下請契約締結時期（変更契約）」について

は，この傾向が強く，資本金３，０００万円未満の特

定建設業許可業者の適正回答率は約４割と非常に

低い割合を示していることがわかる。このよう

に，建設業者の資本金規模が小さいほど法令違反

の傾向が強いことがわかる。

" 下請代金受取状況実態調査

表―３に，下請代金受取状況実態調査結果を支

払側（元請業者）と受取側（一次下請業者）の結

果と比較して示す。支払側（元請業者）と受取側

（一次下請業者）との回答結果に乖離が少ないほ

ど，下請代金の支払・受取状況の実態を適正に表

していると判断することができる。反対に，支払

側と受取側との回答結果に乖離があるほど，下請

代金の支払・受取状況の実態を適正に表している

とは言えず，より詳細な調査が必要であることを

示す。

表より，下請代金の支払方法について，労務請

負の支払を適正に行っている割合は，公共・民間

工事とも支払側で９割を超えているのに対し，受

取側の適正回答率は公共工事で６５％，民間工事で

は５割を下回っており，支払側と受取側で大きな

乖離がある。請負代金の支払は，できる限り現金

表―１ 下請代金支払状況実態調査結果（特定・一般建設業許
可業者別）

調査項目
適正回答率（％）

特定建設業
許可業者

一般建設業
許可業者

下請契約金額決定方法
当初契約 ９８．４ ９０．５
変更契約 ９７．２ ８９．４

書面による契約締結 当初契約 ８８．５ ５０．１

使用している基本契約約款 当初契約 ９７．３ ８７．７

下請契約締結時期
当初契約 ９４．９ ８７．２
変更契約 ６０．７ ３９．８

発注者の支払を受けてから
下請代金支払までの期間

公共工事 ９４．３ ８１．１
民間工事 ９２．８ ７６．９

下請代金の支払方法

公共工事（労務） ９４．９ ８８．７
民間工事（労務） ９３．０ ８５．２
公共工事（材工一式） ９９．３ ９６．６
民間工事（材工一式） ９８．６ ９５．５

手形期間の設定

公共工事（通常） ９６．５ ９１．２
公共工事（最長） ９３．９ ８４．９
民間工事（通常） ９５．２ ８７．７
民間工事（最長） ９２．１ ８０．４
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で支払わなければならず，現金と手形を併用する

場合は，少なくとも労務費相当分を充足するよう

に支払条件を設定しなければならないが，本調査

結果より遵守されていない傾向が強いと推測され

る。

また，手形期間の設定について，最長時の期間

を適正に設定している割合は，公共・民間工事と

も支払側で９割を超えているのに対し，受取側で

は５～６割であり，支払側と受取側に大きな乖離

がある。手形期間については，できるだけ短い期

間を設定する必要があり，１２０日を超えるものに

ついては割引を受けることが困難な手形に該当す

るおそれがあるとして，その交付を行うことがな

いよう指導しているが，この項目についても遵守

されていない傾向が強いと推測される。

このように，支払側と受取側において，回答結

果に大きな差異が生じている項目については，下

請代金の受取状況等の実態を適正に表していると

は言い難く，下請業者にしわ寄せが及んでいる可

能性が高いことから，今後実施する立入検査を通

じて詳細に調査を行い，悪質な建設業法令違反が

ないかどうか厳格に対応して参りたい。

おわりに

本稿では，平成１９年度下請代金支払・受取状況

等実態調査の結果について，主な項目を抜粋して

紹介した。本調査の結果をまとめると次のとおり

である。

! 下請代金支払状況実態調査より，適正回答率

は特定建設業許可業者よりも一般建設業許可業

者のほうが低く，資本金の規模が小さいほど低

い傾向を示す。

" 下請代金受取状況実態調査より，支払側と受

取側との間で回答結果に大きな乖離がある項目

は，「労務費の現金払い」および「最長時の手

形期間」であること。

今後は，これらの結果をもとに，立入検査を行

い，違法行為の改善指導を行っていくとともに，必

要な場合には文書により建設業法に基づく指導・

勧告を行い，元請・下請間

の適正化の促進を図ってい

く予定である。また，違法

行為の端緒情報としての質

を高めるため，下請代金支

払・受取状況等実態調査の

調査手法や調査項目の改善

を図るとともに，併せて調

査件数の拡大を図り，元請・

下請間のさらなる適正化を

図って参りたい。

表―２ 下請代金支払状況実態調査結果（資本金階層別）

調査項目
適正回答率（％）

３，０００万円未満 ３，０００万円以上 ５，０００万円以上 １億円以上 ２０億円以上 １００億円以上

書面による契約締結 当初契約 ７６．９ ８４．７ ９４．３ ９６．０ ９６．７ ９６．８

下請契約の締結時期
当初契約 ９１．８ ９２．７ ９６．１ ９７．８ ９７．９ ９８．０
変更契約 ４２．３ ５２．１ ６１．６ ７７．９ ７９．１ ８３．７

施工体制台帳・施工
体系図の整備

施工体制台帳 ８５．９ ９２．８ ９６．７ ９８．６ ９７．４ ９９．１
施工体系図 ７７．９ ８６．２ ９２．７ ９６．４ ９５．４ ９７．３

表―３ 下請代金受取状況実態調査結果

調査項目
適正回答率（％）

支払（元請）受取（一次）

書面による契約締結 当初契約 ８８．５ ８９．５

使用している基本契約約款 当初契約 ９７．３ ９４．３

契約締結の時期
当初契約 ９４．９ ８３．４
変更契約 ６０．７ ４２．６

検査・引渡しの期間
完成を確認する検査を行うまでの期間 ９７．９ ９０．８
引渡しを受けるまでの期間 ８０．９ ７３．２

下請代金の支払方法

公共工事（労務） ９４．９ ６５．４
民間工事（労務） ９３．０ ４９．３
公共工事（材工一式） ９９．３ ９６．５
民間工事（材工一式） ９８．６ ９４．８

手形期間の設定

公共工事（通常） ９６．５ ９７．４
公共工事（最長） ９３．９ ６２．３
民間工事（通常） ９５．２ ９６．４
民間工事（最長） ９２．１ ５６．５
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